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問題の所在と研究の目的

　平成28年12月21日、中央教育審議会『幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学

習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）』が示され、その「学習指導要領改訂の考え

方」では、「何ができるようになるか」として「新しい時代に必要となる資質・能力の育成と、学習

評価の充実」�１）が明示された。そして、生きて働く「知識・技能」の習得、未知の状況にも対応で

きる「思考力・判断力・表現力等」の育成、学びを人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力・

人間性等」の涵養、という「育成を目指す資質・能力の三つの柱」が示されたのである。

　しかしながら、学習評価の観点では、「育成を目指す資質・能力の三つの柱」の１つである「学び

に向かう力・人間性等」は、感性や思いやりなど幅広いものが含まれるものであること、また児童

の学習評価の場合にはこれらは観点別学習状況評価になじむものではないということから、観点別

学習状況評価の対象外とされ、観点別学習状況評価における評価の観点としては、いわゆる「学力

の３要素」に示された「主体的に学習に取り組む態度」として設定されたのである。この「主体的

に学習に取り組む態度」のような非認知領域ともいえる評価の観点としては、従前の学習指導要領

下における児童の学習評価では「関心・意欲・態度」が存在しており、それは学習内容に関心をも

つことのみならず、よりよく学ぼうとする意欲をもって学習に取り組む態度を評価するという考え



218

豊岡短期大学論集　第21号（2024）

方に基づいたものであった。

　今次学習指導要領の改訂における児童の「主体的に学習に取り組む態度」の学習評価では、単に

継続的な行動や積極的な発言を行うといった性格や行動面の傾向を評価するのではなく、「主体的に

学習に取り組む態度」に係る各教科の観点の趣旨に照らして知識及び技能を習得したり、思考力・

判断力・表現力等を身に付けたりするために、自らの学習状況を把握し、学習の進め方について試

行錯誤するなど自らの学習を調整しながら、学ぼうとしているのかどうかという意思的な側面を評

価することが重要である。そして、この「主体的に学習に取り組む態度」に係る各教科等の観点別

学習状況評価における評価の観点の趣旨に照らして、「１．知識及び技能を獲得したり、思考力、判

断力、表現力等を身に付けたりすることに向けた粘り強い取組を行おうとしている側面と、２．１の

粘り強い取組を行う中で、自らの学習を調整しようとする側面という二つの側面」�２）を評価するこ

とが求められているのである。

　小学校国語科においても、平成29年３月31日に学校教育法施行規則の一部改正と小学校学習指導

要領の改訂に伴って全ての各教科等が「育成を目指す資質・能力の三つの柱」に沿ったと同様に、

目標や内容が規定された。すなわち、小学校学習指導要領・第２章第１節「国語」では、国語科で

育成を目指す資質・能力を「国語で正確に理解し適切に表現する資質・能力」と規定し、「知識及び

技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の三つの柱で整理されたのであ

る。この三つの柱に沿った資質・能力を踏まえて国語科の内容は、「知識及び技能」は（１）言葉の

特徴や使い方に関する事項、（２）情報の扱い方に関する事項、（３）我が国の言語文化に関する事

項であり、「思考力、判断力、表現力等」はＡ話すこと・聞くこと、Ｂ書くこと、Ｃ読むこと、であ

る。

　そして、小学校国語科における「資質・能力の三つの柱」については、『小学校学習指導要領　解

説　国語編』において「２内容の構成の改善」�３）では、以下のように記されているのである。すな

わち、三つの柱に沿った資質・能力の整理を踏まえ、従前の「話すこと・聞くこと」「書くこと」「読

むこと」の３領域及び〔伝統的な言語文化と国語の特質に関する事項〕で構成していた内容を、〔知

識及び技能〕及び〔思考力、判断力、表現力等〕に構成し直した、と記されている。その上で、〔知

識及び技能〕及び〔思考力、判断力、表現力等〕の構成は、〔知識及び技能〕（１）言葉の特徴や使

い方に関する事項、（２）情報の扱い方に関する事項、（３）我が国の言語文化に関する事項、〔思考

力、判断力、表現力等〕Ａ話すこと・聞くこと、Ｂ書くこと、Ｃ読むこと、とされているのである。

　さて、国語科教育における評価の難しさに関しては、上山伸幸は「これまでにも幾度となく指摘

されてきた歴史がある」�４）として、益地憲一と大槻和夫の言説を挙げて国語科での評価の困難さに

ついて述べているのである。また、「主体的に学習に取り組む態度」の評価に関しても、佐藤真は

「当該観点のみを取り出して、その形式的な態度のみを評価するのではなく、他の観点と合わせて行

うことが肝要である。」�５）として、他の観点である「知識・理解」と「思考・判断・表現」と併せた

評価の大切さと困難さについて述べているのである。

　したがって、本研究では、これまでの我が国の学習指導要領や指導要録における評価の変遷に関
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する検討、及び小学校国語科における学習評価の観点の変遷に関する検討を行い、未だ困難さが指

摘されている小学校国語科の評価の観点「主体的に学習に取り組む態度」の課題を明らかにするこ

とを目的とする。なお、語彙の定義として、本研究では小学校の子供を研究対象とすることから、

子供はすべて「児童」という。また、本研究における「主体的に学習に取り組む態度」とは、学校

教育法第30条第２項において規定されている用語、及び現行の学習指導要領における「学びに向か

う力・人間性等」に関する学習評価の観点である「主体的に学習に取り組む態度」をいう。

学習指導要領及び指導要録における学習評価の検討

　周知のように、我が国において学習指導要領の初回は、1947（昭和22）年の学習指導要領（試

案）の発刊である。この試案では、修身、国史、地理、体錬科が廃止され、社会科、体育科、家庭

科、自由研究が新設された。とりわけ自由研究に特徴的なように、児童の自発的な活動を促すこと

が重視され、児童それぞれの興味や能力に応じて取り組めるように設定されたのである。この試案

はデューイの経験主義が影響を与えていたといえよう。そして、この1947（昭和22）年学習指導要領

（試案）では評価の指導機能が重視され、1948（昭和23）年の学籍簿は1949（昭和24）年９月に指導要

録へと改名されたが、学習評価としては評価の客観性が重視されて正規分布比率が５は７％、４は

24％、３は38％、２は24％、１は７％という分析的な評定としての「相対評価」が採用されたので

ある。

　１回目の改訂は、1951（昭和26）年の学習指導要領である。ここでは、教科を児童が経験する領域

ごとに、国語と算数という学習の基礎となる教科、理科や社会という社会や自然についての問題解

決を図る教科、音楽と図画工作そして家庭という主として創造的な表現活動を行う教科、体育とい

う健康の保持増進を図る教科の４領域とされた。そして、この1951（昭和26）年の学習指導要領改訂

時の学習評価は、第１の1947（昭和22）年の学習指導要領（試案）の学習評価と同様な指導要録とし

て実施されたのである。

　２回目の改訂は、1958（昭和33）年の学習指導要領である。これは試案ではなく、小学校と中学校

の教育内容の一貫性を図り、教育課程の規準として文部大臣公示としたものである。ここでは、各

教科の系統性の重視、基礎学力の充実、科学技術教育の向上等が示され、戦後の経験主義教育から

系統主義教育へと転換された。なお、本学習指導要領では、道徳の時間が新設されている。そして、

この1958（昭和33）年の学習指導要領改訂時の学習評価は、指導要録で絶対評価を加味した５段階相

対評価である。

　３回目の改訂は、1968（昭和43）年の学習指導要領である。ここでは、「教育内容の現代化」と言

われる教育内容の一層の向上が期され、学習者が能動的にその知識の生成過程を辿ることによって

知識を発見し学習するというブルーナーの発見学習によって、児童が自ら学ぶ力と概念的な知識と

を獲得することが目指された。そして、この1968（昭和43）年の学習指導要領改訂時の学習評価は、

指導要録においては相対評価ではあるが必ずしも正規分布ではなくてもよいものとして実施された
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のである。

　４回目の改訂は、1977（昭和52）年の学習指導要領である。ここでは、上述した「教育内容の現代

化」が知識偏重として批判され、知・徳・体の調和の取れた発達を図ることが期された。そのため、

「ゆとりある充実した学校生活の実現」が言われ、各教科の目標や内容の基礎的・基本的事項が精選

されたり標準指導時数が削減されたりしたのである。そして、この1977（昭和52）年の学習指導要領

改訂時の学習評価は、指導要録においては「観点別学習状況」の評価という学習指導要領に定める

目標の達成状況を観点ごとに評価がはじめて登場したのである。

　５回目の改訂は、1989（平成元）年の学習指導要領である。ここでは、「社会の変化に自ら対応で

きる心豊かな人間の育成」が目指され、社会の変化に対応するために思考力・判断力・表現力等の

育成が重視されて体験的な学習や問題解決的な学習が強調され、生活科が新設された。そして、こ

の1989（平成元）年の学習指導要領改訂時の学習評価は、指導要録で「観点別学習状況」の評価の充

実が求められ、学習指導要領に定める目標に照らしてその実現状況を観点ごとに評価することが定

着していったのである。

　６回目の改訂は、1998（平成10）年の学習指導要領である。ここでは「生きる力」が言われ、知

識の教え込み教育の転換が期されて、児童の自ら学び自ら考える力を育成することを重視し、体験

的な学習や問題解決的な学習の充実が図られ「総合的な学習の時間」が新設された。そして、この

1998年（平成10）年の学習指導要領改訂時の学習評価は、指導要録では目標に準拠した評価（いわ

ゆる絶対評価）によって、学習指導要領に定める目標に照らしてその実現状況を評価することが重

視されたのである。

　７回目の改訂は、2008（平成20）年の学習指導要領である。ここでは、平成15年の学習指導要領の

一部改訂や平成18年の教育基本法の改正を踏まえ、確かな学力・豊かな心・健やかな体を調和して

育むことが重視された。また、「生きる力」という理念の共有や基礎的・基本的な知識・技能の習得、

思考力・判断力・表現力等の育成が言われ、学習意欲の向上や学習習慣の確立などが必要視された

のである。そして、この2008（平成20）年の学習指導要領改訂時の学習評価は、学習指導要領に定め

る目標に照らした目標に準拠した評価に個人内評価を加味することが求められたのである。

　８回目の改訂は、2017（平成29）年の学習指導要領である。ここでは、「主体的・対話的で深い学

びによる授業改善」と「カリキュラム・マネジメント」が示された。そして、この2017（平成29）年

の学習指導要領改訂時の学習評価は、各教科等の観点別学習状況評価の観点として「知識・技能」

「思考・判断・表現」「主体的に学習に取り組む態度」に整理されたのである。

　さて、上述したような、これまでの学習指導要領及び指導要録の変遷から、小学校における学習

評価について検討すれば、それは以下のようにいえよう。すなわち、相対評価から絶対評価、さら

に「目標に準拠した評価」そして個人内評価の加味へという、客観性からの解放とでもいえるよう

な正規分布曲線や他者との競争から目標や児童の内面の重視への接近ということである。

　そして、今後これまでの学習評価の成果を踏まえて「目標に準拠した評価」を更に押し進めてい

くためには、この目標や内容の再整理を踏まえた学習評価を十全に実施していくことが重要である。
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その場合、安彦忠彦が「『社会に開かれた教育課程』＝『コンピテンシー』ベースの教育課程」�６）と述

べているように、今次学習指導要領にある「資質・能力」は、OECDの「キー・コンピテンシー」

やアメリカを中心とした「21世紀型スキル」、また英国の「キー・スキルと思考スキル」やオースト

ラリアの「汎用的能力」等と同様に、これまでのような断片化された知識や技能ではなく、ウェル

ビーイングのために思慮深く考えて実践する人間の全体的な能力である「コンピテンシー」の育成

を求めているものであるといえる。したがって、この世界的な「コンピテンシー」ともいえる我が

国の今次学習指導要領における「資質・能力」、その評価の観点である「知識・技能」「思考・判断・

表現」「主体的に学習に取り組む態度」の評価のうちでも、特に learning Compass 2030のエージェ

ンシーとの関係からも「主体的に学習に取り組む態度」評価の精緻化こそは最重要な課題といえよ

う。

　さらに、この点では算数・数学等のような数値的な正答主義の学習評価ではない「主体的に学習

に取り組む態度」の評価に参考になる評価は、我が国において「総合的な学習の時間」が創設され

た当初の学習評価といえる。すなわち、創設当初の「総合的な学習の時間」では、目標と内容は各

学校が作り、学習評価も各学校が作った「課題発見能力」「課題解決能力」「自己表現能力」「自己の

生き方を考える力」等々の「総合的な学習の時間」で育てたい資質・能力についての質的な学習評

価もしていたのである。したがって、先に最重要な課題として記した「主体的に学習に取り組む態

度」評価の精緻化とは、この創設当初の「総合的な学習の時間」での質的な学習評価で求められた

ような、評価規準（criterion）と評価基準（standard）の精緻化が必要ということである。

小学校国語科における学習評価の観点の検討

　上述した学習指導要領及び指導要録における学習評価の変遷のうち、小学校国語科における観点

について示せば、それは下の表１の通りとなろう。

表１　小学校国語科における評価の観点の変遷（古曽尾作成）
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　表１において学習評価の「評価の観点」数に着目すると、小学校国語科においては、これまでは

４観点から５観点を基に学習評価が実施されてきたが、2016（平成28）年の中央教育審議会答申にお

いて整理された「育成を目指す資質・能力の三つの柱」に対応して、2017（平成29）年の学習指導要

領の改訂時の2019（平成31）年３月の指導要録の通知では、小学校国語科も全ての教科と同様に３観

点に統一されたことが非常に大きな変換といえる。この2017（平成29）年の学習指導要領の改訂時の

2019（平成31）年３月の指導要録における３観点、すなわち「知識・技能」「思考・判断・表現」「主

体的に学習に取り組む態度」の中でも、本研究の主眼である「主体的に学習に取り組む態度」は、

今回が初出の評価の観点であることから、以下ではこの観点について検討してみたい。

　この「主体的に学習に取り組む態度」においては、前述したように、知識及び技能を獲得したり

思考力・判断力・表現力等を身に付けたりすることに向けた粘り強い取組を行おうとしている側面

と、この粘り強い取組を行う中で自らの学習を調整しようとする側面、という二つの側面から評価

を行うものとされていることから、この「自らの学習を調整しようとする側面」に注目して見てみ

れば、これまでの先行研究においては「自己調整学習」�７）が検討材料として挙げられよう。

　すなわち、ジマーマン（Zimmerman, 2014）は、「学習者が、メタ認知、動機づけ、行動におい

て、自分自身の学習過程に能動的に関与している」�８）ような学習が、自己調節学習であるとしてい

る。そこでは、児童が自分の考えをきちんと振り返り、自分でやる気を維持する努力をしながら学

習を進めていく学習こそ自己調節学習ということである。そして、児童が学習内容を自分事として

考え、積極的に意味づけながら取り組むような学習のあり方が、自己調節学習では重要であるとい

う。また、中谷素之は「有用性促進による動機づけの向上」�９）について述べ、古くて新しい「動機

づけ」を高めることが重要であるということである。

　これは、今次学習指導要領における児童の学習意欲の向上とも符合しており、現在求められてい

る「主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善」を進めるに当たって、特に「主体的な学

び」との関係からも児童が学ぶことに興味や関心をもつことや見通しをもって粘り強く取り組む、

また自己の学習活動を振り返って次につなげることなどは重要といえるものである。一方で、この

自己調整学習では、伊藤崇達・中谷素之他が「自己調節学習と教師の指導」�10）と述べるように、教師

の役割についても重要と捉えることが必要視されるのである。すなわち、自己調節学習が大事だか

らといって、児童にすべて任せて教師が指導をしないというのではないということである。

　ところで、現在的な学習評価における課題については、文部科学省教育課程部会「児童生徒の学

習評価の在り方について（報告）」（平成31年１月21日）において、「学習評価について指摘されてい

る課題」が挙げられているのである。すなわち、学期末や学年末などの事後での評価に終始してし

まうことが多く、評価の結果が児童の具体的な学習改善につながっていない。「関心・意欲・態度」

の観点について、挙手の回数や毎時間ノートを取っているかなど、性格や行動面の傾向が一時的に

表出された場面を捉える評価であるような誤解が払拭し切れていない。教師によって評価の方針が

異なり、学習改善につなげにくい。教師が評価のための「記録」に労力を割かれて、指導に注力で

きない。相当な労力をかけて記述した指導要録が、次学年や次学校段階において十分に活用されて
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いない、である。

　上記のうち、本研究の「主体的に学習に取り組む態度」に関係するものは、「『関心・意欲・態度』

の観点について、挙手の回数や毎時間ノートを取っているかなど、性格や行動面の傾向が一時的に

表出された場面を捉える評価であるような誤解が払拭し切れていない。」と「教師によって評価の方

針が異なり、学習改善につなげにくい。」といえよう。すなわち、前者の「性格や行動面の傾向が一

時的に表出された場面を捉える評価であるような誤解」は、このような表出された場面について評

価するのではなく、児童がどのように学ぼうとしているのかという意思的な側面について評価する

ための評価規準が必要である。また、後者の「教師によって評価の方針が異なり」は、このような

各教師によって評価の意味等が違ったものになるのではなく、教師が一定の評価基準に従って評価

できることが重要である。これらは、いずれも「主体的に学習に取り組む態度」の評価規準と評価

基準が明確に定まっていないことに起因するものといえ、これが今後の大きな課題といえるのであ

る。

研究の総括と今後の課題

　以上、本研究では、これまでの我が国の小学校学習指導要領や指導要録における評価の変遷と小

学校国語科における学習評価の観点の変遷とに関する検討を行い、小学校国語科の評価の観点「主

体的に学習に取り組む態度」の課題を明らかにすることを目的としてきた。

　その結果、以下のようなことが一定程度明らかになったといえよう。すなわち、学習指導要領及

び指導要録における学習評価の検討において明らかになったように、まず、これまでの学習評価の

成果を踏まえて「目標に準拠した評価」を更に押し進めていくためには、断片化された知識や技能

ではなく、ウェルビーイングのために思慮深く考えて実践する人間の全体的な能力である「コンピ

テンシー」の育成とその学習評価が求められる。この「コンピテンシー」ともいえる我が国の今次

学習指導要領における「資質・能力」の評価の観点である「知識・技能」「思考・判断・表現」「主

体的に学習に取り組む態度」の評価のうちでも、特に「主体的に学習に取り組む態度」評価の精緻

化こそが最重要な課題である。そして、最重要な課題である「主体的に学習に取り組む態度」評価

の精緻化とは、創設当初の「総合的な学習の時間」での質的な学習評価で求められたような評価規

準（criterion）と評価基準（standard）の精緻化が必要といえる。とりわけ、小学校国語科における

学習評価の観点の検討において明らかになったように、数値的な正答主義による学習評価ではない

小学校国語科における評価の観点「主体的に学習に取り組む態度」では、特に評価規準と評価基準

の具体の明確化が必要視されるのである。

　なお、小学校国語科における「主体的に学習に取り組む態度」の学習評価における評価規準と評

価基準の精緻化及びその具体の明確化については、筆者の今後の課題としたい。
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